
総務文教常任委員会 

                            

Ｒ４．５．２６（木） 

午前１０時００分～ 

全員協議会室 

 

１ 開 議 

 

２ 案 件 

（１） 行政報告 

市長公室                     

〇今年度の平和推進事業の取り組みについて 

〇京滋ＳＤＧｓプロジェクトについて 

 

生涯学習部                    

〇東部文化センター空調設備について 

〇文化施設のあり方の検討について 

 

総務部                      

〇新個人情報保護法対応支援業務について 

〇亀岡市土砂災害応急復旧等支援事業補助金について 

〇防犯灯付き防犯カメラの設置について 

 

教 育 部                    

〇学校規模適正化の取組について 

 

（２） 他都市先進地行政視察について        

 

３ その他                   

（１） 次回の日程について 

      

 



「京滋 SDGs プロジェクト」 事業概要 

 

◇主  催  京都新聞社 

 

◇組  織  京都・滋賀 SDGs プロジェクト実行委員会 

       京都市・大津市・亀岡市・京都新聞社(事務局) 

 

◇事業期間  ３年間（予定） 

 

◇内  容  (1) SDGs トークセッション 

        地元有識者や学生などが、「地球の未来を議論する」 

        You Tube チャンネル「京都新聞 TV」等で公開 

       (2)SDGs アクション 

        SDGs トークセッションと連動したプログラムを開催 

        SDGs に触れ合う機会を設ける 

 

◇共同発表 

日時：令和 4年 6月 20 日（月）13 時 00 分 

場所：旧三井家下鴨別邸 

内容：三市連携、産官学事業として実施する旨の発表 

出席者： 

司会者  小林祐梨子様（オリンピアン） 

出席者① 門川大作京都市長 

出席者② 桂川孝裕亀岡市長 

出席者③ 佐藤健司大津市長 

出席者④ 大西祐資京都新聞社長 

※出席者は予定  

 

◇留意事項 

     共同発表の内容は、6月中に京都市および大津市と共同でメディア 

リリースする予定しているため、恐縮ではありますが、それまでは 

口外いただかないようよろしくお願いいたします。 

 



R4.5.26 総務文教常任委員会 

 

東部文化センター空調設備について 

 

１.経 過 

～令和２年度～ 

・令和３年３月議会補正予算にて東部文化センター空調改修明許繰越費を設定。 

 

～令和３年度～ 

・半導体不足により空調機器の調達見込みが立たず、工期内での完成が難しいこ 

とから、２度の入札中止となり当該修繕は未執行となる。 

・繰越事業であることから令和４年度への再度の繰越ができず、また、令和４年 

度当初予算の編成時期を過ぎており、当初予算への計上ができなかった。 

 

～令和４年度～ 

・４月当初より、東部文化センター空調設備費用の６月補正予算への計上準備を 

進める中で、既存キュービクルの容量不足が判明し、キュービクルの更新が必 

要となる。 

・東部児童館建替工事を実施するためにも、先ず東部文化センターの空調設備を 

更新する必要があり、令和４年６月補正において再度予算計上し、東部文化セ 

ンター空調設備更新工事を実施する。 

 

２.東部文化センター空調設備更新工事の必要性について 

・東部文化センター空調設備更新工事（個別空調）の実施により、センター空調 

機械室の既存集中空調設備が不要となる。 

・不要となった集中空調設備を撤去し、空調機械室を児童館施設（遊戯室）への 

用途変更改修を実施。 

・この用途変更改修により、児童館の面積要件を確保し建替のための国庫交付金 

を受ける。 

 

３.６月補正額について 

東部文化センター空調設備更新工事         ４４，２６７千円 

 【内訳】①東部文化センター空調設備更新工事    １５，０５８千円 

      ②東部文化センターキュービクル更新工事  ２９，２０９千円 



 

 

文化施設のあり方の検討について 

 

ユース・ミーティングの開催（開催概要） 

【目的】 

提言書で「新たな文化施設の整備に関して、幅広い市民のコンセンサスが得ら

れているとは言い難いため、市民とともに議論を深めていく必要がある」との指

摘を受けたことから、次世代を担う若者世代と意見交換を行う機会を設けるため、

ユース・ミーティングを実施します。 

 

■場所     ガレリアかめおか２階 大広間 

■日時     令和４年５月２９日(日) １０時００分～正午 

■方式     座談会方式 

■出席者    ・桂川市長 

・今里座長（コーディネーター） 

(亀岡市における文化施設のあり方を考える懇話会) 

・令和４年亀岡市成人式実行委員会 委員長、副委員長 

・ 亀岡高等学校 ２人 

・ 南丹高等学校 ２人 

合計 ８人 

■内容     ・施設の現状や提言書の内容等の概要説明（２０分程度） 

        ・意見交換（１００分程度） 

           現在や未来の亀岡市について思うこと 

文化施設のあり方について など 

■その他    ・令和４年２月２７日（日）市民ホールにおいて、市長や懇話

会委員と市民が意見交換を行う場として円卓会議を開催。一般

参加者３０人の参加がありました。 
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     新個人情報保護法対応支援業務について    資料１ 

【趣 旨】 

令和３年５月１９日に「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に

関する法律」が公布され、個人情報の保護に関する法律が改正(以下「改正法」

という。)されました。地方公共団体に関する規律の規定の施行日については、

公布の日から起算して、２年を超えない範囲内において政令で定める日（令和

５年４月１日施行）とされています。 

改正法では、主に以下の個人情報保護制度の見直しがされます。 

① 行政機関個人情報保護法(国の行政機関)、独立行政法人等個人情報保護法

(独立行政法人等)、個人情報保護法(民間事業者)の３本の法律を１本の法律

に統合するとともに、地方公共団体の個人情報保護制度についても、統合後

の法律において全国的な共通ルールを規定し、全体の所管を国の個人情報保

護委員会に一元化されます。 

② 個人情報の定義等を、国・民間・地方で統一するとともに、国のガイドライン等

をもとに、運用することになります。 

③ 個人情報ファイル簿の作成及び公表が改正法により義務化されます。 

 

【業務委託概要】 

①  個人情報保護制度の見直しに伴う例規整備 

  改正法、国のガイドライン等に伴う個人情報保護条例等の例規整備 

②  個人情報ファイル簿作成業務 

    改正法に伴う個人情報ファイル簿の作成 

➂  個人情報保護運用マニュアル作成業務 

    個人情報保護体制の再構築に伴う運用マニュアルの見直し 
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【改正法の概要】 

  改正法の主な概要は以下のとおりです。 

①  定義の一元化 

    個人情報の定義を、国・民間部門と同じ規律を適用 

   （例） 個人情報、要配慮個人情報、個人識別符号 等 

② 個人情報の取り扱い 

     個人情報の取り扱いを、国と同じ規律を適用 

   (例) 個人情報の利用及び提供の制限、安全管理措置 等 

➂ 個人情報ファイル簿の作成・公表 

     個人情報ファイル簿の作成・公表について、国と同じ規律を適用 

   ※1,000 人以上を対象とした個人情報ファイルを保有する場合、その概要を 

記載した個人情報ファイル簿の作成・公表をしなければならない。 

➃ 自己情報の開示、訂正及び利用停止 

     開示等の請求権や要件、手続の主要部分は法律で規定 

   (例) 本人又は法定代理人にしか開示等請求が認められていなかったが、改正

法により、任意代理人による開示請求等が認められるようになる。 

   ※地方公共団体が定めている情報公開条例との整合を図るため、非開示情報、

開示等手続、審査請求手続については、法律の範囲内で独自規定を条例で

定めることができる。 

➄ 匿名加工情報の提供制度の導入 

     匿名加工情報の提供制度について、国と同じ規律を適用 

   ※ただし、経過措置として都道府県と指定都市で適用。地方公共団体は、任意 

で提案募集することは可能。 
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⑥ 個人情報保護委員会と地方公共団体の関係 

   ※個人情報保護委員会は、地方公共団体における個人情報の取り扱い等に関 

して、国の行政機関に対する監視に準じた措置を行う。 

   ※地方公共団体は、個人情報の取り扱い等に関し、個人情報保護委員会に必

要な情報提供又は助言を求めることが可能。 

   (例) 個人情報の提供を行う場合、匿名加工情報の作成を行う場合 等 

 

【個人情報保護条例の改廃、制定等について】 

個人情報の取扱いの大部分は改正法に規定されますが、改正法と現行の個人

情報保護条例の規定に違いがあるため、条例を改廃し、改正法の施行条例として

取扱実務の運用を変更する必要があります。 

    □施行条例で定める必要がある事項 (例) 

      〇本人開示等請求における手数料 

      〇行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約における手数料 

    □施行条例で定めることができる主な事項 (例) 

      〇条例要配慮個人情報の内容 

      〇本人開示等請求における不開示情報の範囲 

      〇本人開示請求等の手続 （開示決定等の期限を改正法より短い期限） 

      〇専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認めるとき

の審議会等への諮問 

 

 

新個人情報保護法 第６０条 

(定義) 

第六十条  ２ この章及び第八章において「個人情報ファイル」とは、保有個人情報を含む情報の

集合物であって、次に掲げるものをいう。 

一 一定の事務の目的を達成するために特定の保有個人情報を電子計算機を用いて検索すること

ができるように体系的に構成したもの 
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新個人情報保護法 第７４条 

(個人情報ファイルの保有等に関する事前通知) 

第七十四条 行政機関(会計検査院を除く。以下この条において同じ。)が個人情報ファイルを保有

しようとするときは、当該行政機関の長は、あらかじめ、個人情報保護委員会に対し、次に掲げる事

項を通知しなければならない。通知した事項を変更しようとするときも、同様とする。 

一 個人情報ファイルの名称 

二 当該機関の名称及び個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称 

三 個人情報ファイルの利用目的 

四 個人情報ファイルに記録される項目(以下この節において「記録項目」という。)及び本人(他の

個人の氏名、生年月日その他の記述等によらないで検索し得る者に限る。次項第九号において同

じ。)として個人情報ファイルに記録される個人の範囲(以下この節において「記録範囲」という。) 

五 個人情報ファイルに記録される個人情報(以下この節において「記録情報」という。)の収集方法 

六 記録情報に要配慮個人情報が含まれるときは、その旨 

七 記録情報を当該機関以外の者に経常的に提供する場合には、その提供先 

九 第七十六条第一項、第九十条第一項又は第九十八条第一項の規定による請求を受理する組織

の名称及び所在地 

十 第九十条第一項ただし書又は第九十八条第一項ただし書に該当するときは、その旨 

 

新個人情報保護法 第７５条 

（個人情報ファイル簿の作成及び公表） 

第七十五条 行政機関の長等は、政令で定めるところにより、当該行政機関の長等の属する行政機

関等が保有している個人情報ファイルについて、それぞれ前条第一項第一号から第七号まで、第九

号及び第十号に掲げる事項その他政令で定める事項を記載した帳簿（以下この章において「個人

情報ファイル簿」という。）を作成し、公表しなければならない。 

 

新個人情報保護法施行令 第２０条  

(個人情報ファイル簿の作成及び公表) 

第二十条 ５ 行政機関の長等は、個人情報ファイル簿を作成したときは、遅滞なく、これを当該行

政機関等の事務所に備えて置き一般の閲覧に供するとともに、インターネットの利用その他の情報

通信の技術を利用する方法により公表しなければならない。 
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新個人情報保護法・ガイドラインの体系イメージ   資料２ 
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個人情報WEBシステムイメージ 

事務登録簿一覧 

クリック 

ファイル簿と連動（クリック） 
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事務と紐づいているファイル一覧 

クリック 
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ファイル簿の一覧からも確認可能 

取扱事務と連動（クリック） 

クリック 
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クリック 

ファイルと紐づいている事務一覧 
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クリック 

取扱事務と連動（クリック） 

もちろん、その他のファイル簿とも連動！ 
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個人住民税課税システムファイル簿とリンクしている事務一覧！ 

クリック 

事務取扱とファイル簿をそれぞれ連動させ、 

互いにリンクするように管理する必要があります！ 
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資料４ 

亀岡市土砂災害応急復旧等支援事業補助金について 

 

 

１ 被災場所    亀岡市曽我部町南条竹谷２－８、９、１１の３世帯 

 

２ 被災状況    令和４年５月２日（月） 午前８時２２分頃 

             ３月３１日から断続的に発生した地震や４月２９日の降雨

により地盤が緩み、住宅裏の石垣が崩れ、土砂災害が発生

した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 対象事業    「亀岡市土砂災害応急復旧等支援事業補助金」 

 

            事業目的：自然災害により被害を受けた土地の応急復旧を

支援し、現在及び将来にわたり安心して暮らせる

地域社会の実現を図るため、被害を受けた土地

の応急復旧を行う市民等に対し、補助金を交付

する。 

 

            急傾斜地である住宅用地の応急復旧工事 

              補助率   事業費の２／３ 

              補助限度額 ３００万円 

 

4 補正予算額   ３００万円×３件   ９００万円   

 

 

以上 
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資料５ 
 

防犯灯付き防犯カメラの設置について（概要） 

 

 

 

１．設置場所  亀岡市篠町王子 地内 

（府道王子並河線 王子交差点 付近） 

 

 

２．設置費用  ５５０，０００円（消費税含む） 

 

  【内訳】 

 

   （１）委託料      ５４８，０００円（消費税含む） 

①防犯カメラ  ２３４，０００円 

②取付工事費  １９４，０００円 

③付属品等    ６８，０００円 

④諸経費     ５２，０００円 

 

   （２）使用料及び賃借料   ２，０００円（消費税含む） 

       ①電柱占用料    ２，０００円 

 

 

３．設置概要   平成２４年４月２３日に発生した、篠町の通学路での交通事

故から今年で１０年を迎え、交通事故現場となった府道王子

並河線のうち、亀岡市の玄関口となる王子交差点付近に、防犯

対策及び交通安全対策の一環として「防犯灯付き防犯カメラ」

を設置し、セーフコミュニティによる安全・安心のまちづくり

を更に推進する。 
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